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憲法集会で立憲民主党を代表して
あいさつ
 
憲法記念日の5月3日、有明防災公園で開催さ

れた「2026憲法大集会」に立憲民主党を代表し
て出席し、挨拶をいたしました。私は冒頭、党と
して「憲法を変えるのではなく、守り活かすため
に全力を挙げる」との強い決意を表明しました。

演説では、緊迫するウクライナや中東情勢を背景に、日本が平和憲法を活かした外
交努力を尽くすべきだと訴えました。また、政府・与党が進める前のめりな改憲議論
に対し、緊急時の対応は憲法54条の緊急集会で十分可能であり「改憲の立法事実は
ない」と述べ、最後に、世界に誇る日本の宝であることを呼びかけました。
集会後には、参加した党員や自治体議員、労働組合の皆さんと交流し、平和憲法を

守り抜き、改憲に反対し、共に闘う決意を新たにしました。

「改憲ありき」ではなく、国民が主役の憲法論議を

4月7日の新年度予算成立後、衆参両院で憲法審査会の議論が本格化しました。
衆議院では、改憲勢力が多数を占める中、自民党や日本維新の会などを中心に、緊

急事態時の国会議員任期延長や緊急政令、財産処分などを含む憲法改正論議が進めら
れています。一方、改憲に慎重・反対の立場は、中道改革連合や共産党など少数にと
どまり、極めて厳しい状況となっています。
こうした中、参議院憲法審査会では、4月には参考人質疑も行われ、議論はさらに具

体化しています。5月20日の審査会では、各会派による意見表明が予定されており、私
も立憲民主党会派を代表して発言する予定です。
現在議論されている緊急政令については、災害対策基本法や感染症法、有事法制な

ど既存法制の中で既に対応可能です。また、国会議員の任期延長についても、投票期
日の調整や参議院の緊急集会制度があり、新たな憲法改正を必要とする「立法事実」
は存在しません。
私は、まず改憲ありきで議論を進める姿勢には強い懸念を持っています。憲法は権

力を縛り、国民の権利を守るための最高法規です。だからこそ、拙速な議論ではなく、
国民的な理解と合意を大切にしながら、国民が主役となる丁寧で慎重な憲法論議を進
めていくべきだと考えています。



林総務大臣の答弁を聞く吉田議員

※委員会質問は参議院インターネット審議中継のアーカイブでも見れます。以下のリンクから日付、
委員会名を指定してご覧ください。

https://www.webtv.sangiin.go.jp/webtv/index.php

NHK子会社に“ため込み体質” 受信料は誰のために使われてい
るのか―5月13日決算委員会質疑

5月13日の参議院決算委員会で、吉田忠智議員はNHK子会社の不適正経理問題を追及しま
した。会計検査院は、NHK関連12社の利益剰余金（内部留保）が1,030億円に膨らむ一方、
NHK本体への配当は逆に減少していると指摘。さらに、契約の98％が競争のない随意契約
となっている実態も明らかになり、「国民が公平に負担する受信料で成り立つ以上、一円
たりとも無駄は許されない」と指摘。「利益が増えているのに国民への還元が減っている
のは問題だ」とただしました。

これに対しNHK側は、「視聴者負担の抑制を目的
としている」「競争契約化を進めている」と説明。林
総務大臣も「利益剰余金が還元されるよう、より一層
努めるよう求めている」と答弁しました。
また後半では、地方議会議員のなり手不足問題も取
り上げました。町村議員の平均報酬は月22万円にと
どまり、女性や若者が参画しにくい現状があります。
吉田議員は、厚生年金加入や報酬改善、育児・介護と
両立できる環境整備を求め、「できない理由ではなく、
どうすればできるかを考えるべきだ」と訴えました。

暮らしの足と安全をどう守る？―5月14日国土交通委員会質疑

5月14日の参議院国土交通委員会で、吉田忠智議員は物価高やJR民営化の負の側面、と

りわけ地方鉄道の維持など、私たちの生活に直結する課題を質しました。
まず、中東情勢による燃料高騰は、物流の「2024年問題」に直面する現場を直撃してい
ます。金子国土交通大臣は「現場に安心感を与えることで（流通の）目詰まりを解消し、
正常に戻していく」と答弁。生活物資を運ぶトラックやバスの維持に全力を挙げる姿勢を
示しました。
また、死亡事故が起きた津久見駅を例に、全国で半数を超えた無人駅の安全性も質問し
ました。政府は「利用者の安全性や利便性が損なわれないようにする必要がある」とし、
障がい者等への配慮を含むガイドラインの徹底を約束しました。

赤字路線の存続には、医療費抑制などの

波及効果（クロスセクター・ベネフィト）
を評価すべきと主張。大臣は「幅広い受益
者から負担を収受する仕組み」など、新た
な財源確保の議論を深める意向を表明しま
した。効率化の陰で「地方の足」が奪われ
ないよう、生活者視点での交通網再構築を
引き続き求めていきます。

■次回は5月18日決算委員会で防衛省に質
問予定です。
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